
新中期経営計画について、説明させて頂きます。



3つのパートに分けて説明を⾏います。

先ずは、我々の⾜元の課題整理と、コロナ感染拡⼤以降、ビジネス環境が⼤きく変化する中で、
この1年間で我々が取り組んできたことを説明します。

その上で、その取組みの延⻑線上にある新中期経営計画について説明します。

最後に、より⻑期的な視点に⽴ちつつ、「当社の持続的成⻑」と「持続可能な社会の実現への貢献」に
向けて、当社が進めるサステナビリティ経営の⾼度化について説明をします。

サステナビリティ経営の⾼度化は、超⻑期的な取り組みではありますが、
⾜元からしっかりと具体的な取組を積み上げていくことが肝要であり、
次の3年における短中期の⽬標を掲げ、PDCAを回し、その進捗状況を今後も開⽰していきます。



先ずは、振り返りと課題の整理です。



中期経営計画2020の業績総括です。

初年度の2018年度は過去最⾼益を達成したものの、それ以降は⽶中貿易摩擦や
コロナウイルス感染拡⼤に伴うビジネス環境の悪化に⼤きく影響を受けた3年間でした。

特に、２年⽬終盤以降、⼤きく経営環境を悪化させたコロナ禍と世界規模の経済活動ロックダウンが、
⻑年当社が抱えてきた当社ポートフォリオ固有の弱点を露呈させました。

これを許した経営の⽢さを真摯に反省すると同時に、当社が抱える課題を再度整理して、
その背景にある真因を取り除く対策を講じ、それを根治させて、ポートフォリオの弱点を克服する為の
新たな仕組みを導⼊して全⼒をあげる、それが当社がやらねばならぬ事だと認識しています。

これを念頭に、徹底的な構造改⾰を完遂すると同時に、当社業績をＶ字回復させる、
この⼆兎を追う新中期経営計画を、今般、策定しました。
⼜、昨年度中の構造改⾰の成果にも確実な⼿応えを感じています。

不採算事業からの撤退や⽴て直しには、⼤きな痛みを伴いました。
これに当社の主⼒事業に於ける損失発⽣も加わり、約 3,500 億円にも上る⼀過性損失を
計上せざる得ない事態となったことは、改めて社⻑としての責任を重く受け⽌めております。

それではこれより、当社が取り組んでいる構造改⾰と、この度策定した中期経営計画「SHIFT2023」の
内容とその狙いをご説明致します。

計画の推進により、⼀⽇も早く皆様の信頼を回復すべく全⼒を尽くしてまいります。



課題の整理と対応の⽅向性です。

先ず最初に、当社の業績は、⽇本を含む世界景気の変化に⼤きな影響を受けて変動すると共に、
その下⽅耐性に課題があります。それは、今回の世界経済活動のロックダウンが与えたインパクトが
⽰す通りです。

当社の事業全体を⿊字基調を維持しているグループと、それ以外に分けて俯瞰しますと、前者が、
今回の状況においても2,000億円レベルの収益を上げて当社の業績を下⽀えしている姿がある⼀⽅で、
後者は、下振れ耐性が弱く、経営環境の悪化に伴い⾚字幅を増やす傾向にあります。

先ずはこの後者に徹底的にメスを⼊れます。これが、スライド上段に記載した、⽅向性①の
「資産⼊替」の加速です。

それと同時に、そう⾔った状況に⼆度と陥らない為に、新たな投資の規律や管理の仕組みを作り
それを堅持する。これが②の「新規投資案件の着実な収益化」です。

更に、時勢の変遷に相応しい姿に既存事業を変⾰し収益⼒を強化すると同時に、我々の強みや実⼒を
活かしながらより確実な形で新規コア事業を育てる。これが③の「新たなコア事業の育成」です。

この三つの切り⼝で具体的施策を⽴案し実⾏することによって、ポートフォリオの収益⼒と下⽅耐性を
⾼めます。

具体的施策概要は、後ほど、「SHIFT2023」のパートでご説明します。



昨年度、我々が取り組んできたことを簡単に振り返ります。

先ず、下段の棒グラフをご覧ください。これは過去3年間の四半期ごとの利益の推移を表したものですが、
当社の収益は、コロナ以前より既に右肩下がりの傾向にあったことが⾒て取れます。
コロナによるビジネス環境の激変により、当社の弱みが⼤きく顕在化しましたが、それ以前からも
ポートフォリオ全体の収益は、⽶中貿易摩擦等の環境変化に加え、個々の事業の課題に対応しきれず、
減収、減益を余儀なくされました。先程説明した様々な課題に対して、我々が⼗分に対応出来ていなかった
事が原因です。

これに対し⼿を打ち始めた昨年度でした。
先⾏きが⾒通せない、⾮常に不透明性の⾼いところからのスタートではありましたが、グループ全体を
危機対応モードに切り替え、コストやキャッシュフロー管理を厳格化し、⾜元をしっかりと固めながら、
Withコロナ、Afterコロナを⾒据え、将来の成⻑に向けた構造改⾰に着⼿して、実⾏してきました。

低採算事業の⽴て直しや⾒極めによる撤退を加速させることに加え、政策保有株の⾒直しや、
構造改⾰費⽤を含む損失処理も断⾏してきました。

また、全ての事業について戦略を⾒える化した上で再評価し、場合によっては戦略を⼤きく軌道修正し、
今後やるべき事の整理、確認を⾏ってきました。



構造改⾰のこれまでの成果です。

低採算事業への対応については、厳しい環境の中でも30社超の事業会社から撤退を完了させました。
また、まだ道半ばではありますが、それ以外の約150社の事業会社についても、
既に、新中期経営計画期間中に合計700億円程度の収益改善効果を⾒込める具体的なプランを
策定済みです。

政策保有株式においても着実に削減を進めてきました。

また、事業ポートフォリオの再構築に向けた、全ての事業戦略のブラッシュアップとその評価も完了しており、
今後はそれらを確りとレビューしながら、PDCAサイクルを着実に回していきます。

この危機的状況の中で、グループ⼀丸となって醸成してきた構造改⾰の⼤きなモメンタムを、
新しい中期経営計画でもしっかりと引き継ぎ、より体系的で実効性のある施策に落とし込みながら、
更に⼤きな成果に繋げてまいります。



新しい中期経営計画の名称は「SHIFT 2023」としました。

構造改⾰を通じて、我々⾃⾝をSHIFTしていきます。

過去の反省からの課題に対処し、当社が持続的に成⻑していく為に、そして、
世の中の価値観や⽣活様式が⼤きく変化していく中で、新たな価値を創造し社会に貢献していく為に、
我々⾃⾝のSHIFTが必要です。

それは、事業ポートフォリオのSHIFTであり、経営資源のSHIFT、個々の事業戦略やビジネスモデルのSHIFT、
そしてそれらを⽀える仕組みのSHIFT、そして、最も重要な我々⾃⾝の意識や⾏動のSHIFTです。

SHIFTという⾔葉を旗印に、構造改⾰をやり抜く決意を⽰したものです。



新中期経営計画の全体像です。

上段が新中期経営計画でやるべきこと、中段がそれを⽀える仕組み、そして下段が経営基盤の継続的な
強化という構成です。

新中期経営計画では、「事業ポートフォリオのシフト」を掲げ、より⾼い収益性と環境変化への耐性を
兼ね備えたポートフォリオへシフトしていきます。

「デジタル化」と「サステナビリティに対する要請」という2つの⼤きな社会の潮流をしっかりと捉えながら、
「資産⼊替の徹底」により回収した経営資源を、当社の「強みを活かした収益の柱の強化育成」に選択的に
投下していきます。また、「社会構造変化への挑戦」即ち、中⻑期⽬線で取組むシーディング分野にも、
成果に拘りながら取組を継続します。

それを⽀える仕組みは、「実効性の担保」をコンセプトに設計を進めてきました。⾔ったことを徹底的に
やり切る、そしてそれを厳しく評価する。これを改めて徹底します。
また、先程「課題と対応の⽅向性」のパートで整理した課題にそれぞれしっかりと向き合い、解決する為の
仕組みを構築していきます。

先ず、仕組みの左上、「事業戦略管理の強化」です、個別事業戦略議論をより深くブラッシュアップした上で、着
実にPDCAを回しながら、経営資源配分の判断に繋げていく仕組みを構築します。



次にその右側の「事業投資の厳選／投資後のバリューアップ強化」は、個別事業について、
⼊⼝の投資判断から、投資実⾏後のバリューアップ、更にはその投資のパフォーマンスに応じた評価の仕組み
を⾼度化し、当社の投資に対するケイパビリティを底上げします。

仕組みの左下、「全社最適での取組体制強化」は、前中期経営計画でも取り組んできた組織間連携や
横串機能の取組みを更に進化させ、より強い推進⼒をもって、新たな分野で実践的に事業を⽴ち上げて
いく為の体制を構築していきます。

最後、右下の「全社最適での経営資源配分の強化」は、部⾨を超えた経営資源の再配置を促す仕組み
を更に強化し、全社最適視点で経営資源配分を加速させます。

下段の、経営基盤のシフトについては、後ほど個別のスライドで説明します。



「事業ポートフォリオのシフト」について少し詳しく説明します。

全ての事業を戦略事業単位で括り直し、戦略議論を重ねてきました。

この図の通り「市場の魅⼒度」と「当社の強みの発揮度」を軸に、「バリュー実現」「バリューアップ」「注⼒事業」
「シーディング」という4つのカテゴリーに、全ての戦略事業単位をプロットし、それぞれの位置付けに応じた
⽬標設定を⾏っています。

各カテゴリーの事業群が、設定した⽬標を着実に達成することで、当社のポートフォリオ全体として、
より市場の魅⼒度が⾼く、当社の強みが⼗分に発揮できる事業分野へ経営資源をシフトさせ、⾼い収益性と
環境変化への耐性を兼ね備えたポートフォリオの構築に繋げます。

記載の個別事業は、現時点での各カテゴリーに分類した事業例を⽰しています。当然のことながら、
市場の変化や当社の持つ強みの変化に合わせ、随時カテゴリーの⾒直しを⾏ないます。



4つのカテゴリー別の定量イメージです。
それぞれのカテゴリーの、昨年度末の資産規模、利益規模は上段に記載の通りです。

各カテゴリーで資産⼊替による資⾦の回収をしっかりと⾏いながら、市場の魅⼒度が⾼く、
且つ、既に当社の強みが実証されており、成功確度の⾼い「注⼒事業」のカテゴリーを中⼼に、
新中期経営計画期間中に11,000億円程度の投融資を⾏う計画です。具体的には、国内不動産事業や、
建機レンタル事業、再⽣可能エネルギー関連事業、等での投資拡⼤を計画しています。



次に、事業ポートフォリオのシフトを進める施策の⼀つとして、中⻑期⽬線で次世代のコア事業を育成すべく、
6つの「次世代成⻑戦略テーマ」を設定し、取組を強化します。
当社の事業ポートフォリオを、持続可能な社会に整合した形にシフトしていくことも重要な要素であり、
サステナビリティ経営の⾼度化という観点からもこれらのテーマに取り組んで⾏きます。

前中期経営計画において「成⻑3分野」として取り組んできた、テクノロジー×イノベーション（=DX）、
社会インフラ、ヘルスケアについては、取組みを更に進化、発展させる⼀⽅で、市場の魅⼒度が⾼く、
当社の強みが発揮できる可能性の⾼い分野として、新たに次世代エネルギー、リテイル・コンシューマー、
農業の３つをテーマに掲げ、社会課題の解決も視野に次世代のビジネス育成に向けて戦略的に経営資源
を配分していきます。

DXは、世界の最先端技術を取り込みながら、当社事業会社のDX基盤を整備することでグループの収益⼒
向上に貢献しつつあります。取組体制を更に強化し、結果に拘りつつ、業界変⾰をリードする存在になること
を⽬指します。

次世代エネルギー分野では、気候変動により化⽯燃料から再⽣可能エネルギーへのエネルギー転換など
社会構造変化が加速していきます。この変化がもたらす新たな事業機会を捉え、カーボンニュートラル社会の
実現を⾒据えた新たなエネルギーマネジメントビジネスの創出を⽬指します。

社会インフラ、リテイル・コンシューマー、ヘルスケア、農業、それぞれの分野においても、⼤きく社会構造が変化
していく中で、変化を先取りし、当社の強みを活かしつつ新たな価値を創造することで、社会の課題を
解決しながら、当社の次世代を⽀える新たな収益基盤を確⽴します。



ここからはポートフォリオのシフトを⽀える仕組みのシフトの中⾝について説明します。

先ず1つ⽬は「事業戦略管理の強化」です。

先程、全ての事業を戦略事業単位で括り直し、位置付けを整理したと説明しましたが、社内では
この戦略事業単位をStrategic Business Unit（=SBU）と呼んでいます。

組織の枠に囚われず、戦略を⼀にする事業を括って議論することで、従来の組織単位よりも、よりダイレクトに
戦略議論が深められており、スピード感を持った資産⼊替の判断や、戦略のレベルアップによる投資の
成功確度向上に繋がるものと考えています。

SBU毎に戦略を評価し、位置付けを明確化した上で、その戦略に応じた適切なKPI、KAIを設定し、
その着実な達成を実⾏していきます。そして、その実効性を確実に担保すべく、SBU毎のPDCA管理を
徹底していきます。



2つ⽬は、個別の事業投資を厳選し、投資後のバリューアップを着実なものとする仕組みの強化です。

前のスライドで説明した通り、予め確りとした戦略を策定するということが、事業投資の成功確度を向上させる
第⼀歩ですが、同時に、投資の各ステージにおいて、過去の反省を踏まえた新たな打ち⼿を実⾏することで、
過去の失敗を繰り返さない投資管理の仕組みを構築していくことも重要と考えています。

過去の投資の失敗からの学びを活かした投資指針を定めることにより、案件の選定時には、より厳しい規律に
よる更なる厳選を⾏います。

投資実⾏後には、それぞれの事業のバリューアップに最適なガバナンス体制を構築すると共に、必要なリソース
を⼗分に投⼊の上、計画したバリューアップ施策を着実に実⾏し、その事業会社の価値向上を実現させて
いきます。

また、従来以上にモニタリングを強化します。バリューアップが想定通りに進まない事業投資については、
明確な時間軸を設定した上で、改善策の実施、改善が⾒込めない案件については資産⼊替を即座に
徹底していきます。

価値向上実現へのコミットメントを⾼めるべく、投資のパフォーマンスに連動した⼈の評価、報酬制度についても検
討を進めています。



3つ⽬は、全社最適での取組体制の更なる強化です。

前中期経営計画でも組織間連携の促進やワーキンググループの設置、横串機能の強化等を⾏い、部⾨の
枠を超えた取組みを促進してきましたが、実際のビジネス実現への推進⼒が弱いという課題を認識しています。

新中期経営計画では、更に⼀歩踏み込んだ対応を⾏います。

特定のテーマに関し、将来的に部⾨レベルの収益を創出することを狙いとする組織として、「イニシアチブ」という
制度を新たに設けます。全ての事業部⾨がその活動にコミットし、全社的⽀援の下、新たな事業の開発を
強⼒に推進するプロフィットセンターとしての組織の枠組みです。

3⽉に発表した、「エネルギーイノベーション・イニシアチブ」は、その第1弾です。パリ協定に代表される
国際協調、各国での政策転換、技術⾰新、企業のカーボンニュートラル宣⾔、そして気候変動サミット開催
など、気候変動による社会構造変化が、今後さらに加速していきます。従来の組織の枠を超えて、グループの
知⾒を結集し、エネルギー分野での新たな価値創造に挑みます。



最後、4つ⽬は、全社最適視点からの経営資源配分の強化です。

全社的に事業ポートフォリオのシフトを進める為に、経営資源である⼈材や資⾦を、全社最適の観点から
組織の枠を超えて再配置していきます。また、市場の成⻑が期待できる分野で、既に当社が強みを発揮して
いる事業領域に対して、全社枠を優先的に配分することにより、全社の意志で当社の新たなコア事業を
育成・強化していきます。

また、全社最適を追求した経営資源配分を加速する為に、経営会議の諮問機関である2つの委員会の
機能を強化します。

1つは、グローバルイノベーション推進委員会です。これまでDXやイノベーションを軸に横串機能の強化推進を
担っていた組織を、全社的に注⼒する事業や取組みを推進する組織へと機能の拡⼤を⾏います。

もう１つは、全社経営戦略推進サポート委員会です。従来は中期経営計画の⽴案、推進を担っていた
組織ですが、ここに、全社ポートフォリオを俯瞰し、社会の環境変化等も踏まえながら、
全社最適な経営資源配分について分析、提⾔する機能を追加します。



新中期経営計画施策の最後に、経営基盤のシフトについて説明します。

「ガバナンスの強化」では、コーポレートガバナンスの更なる充実を図るべく取締役会の機能強化を促進すると
共に、グループマネジメントポリシーの導⼊によるグループガバナンスの向上にも努めます。

「⼈材マネジメントの強化」では、昨年制定した「グローバルマネジメントポリシー」を具現化する
⼈材マネジメント改⾰を推進していきます。

その1つとして、本年4⽉に「Pay for Job, Pay for Performance」、「世界Top tierのプロフェッショナル
育成」などをキーワードに、⼈事制度改訂を実施しました。当社のホームページでも詳細をリリースしております
ので、そちらもご覧いただければと思います。

この改訂を梃⼦に、Diversity＆Inclusionを更に推し進め、グローバルでの適所適材を実現することを
実⾏していきます。「意識の浸透」ステージから、「実⾏」のステージに切り替え、各国拠点の実情に応じた
具体的な施策を推進していきます。

また、コロナ禍が⻑期化するニューノーマルの時代において、組織と個⼈双⽅のパフォーマンスの最⼤化を
⽬指し、健康経営の推進と働き⽅改⾰に継続的に粘り強く取り組んでいきます。

「財務健全性の維持・向上」では、キャッシュフロー規律を継続しながら、これまで通り、
リスクアセットをリスクバッファーの範囲内に抑えるべくマネージしていきます。



定量計画について説明します。

初年度は2,300億円、2年⽬は2,600億円の連結純利益を計画しています。
3年⽬につきましては、事業環境の変化が激しく先⾏きを⾒通すことが難しいものの、ポートフォリオの収益⼒と
環境変化への耐性を⾼めることで、どのような環境であっても、3,000億円以上の利益を出せるポートフォリオ
に強化してゆく決意です。

3年合計のキャッシュフローの配分イメージは右の図の通りです。
キャッシュ創出⼒は、構造改⾰による収益改善効果や、新たな利益成⻑を着実に取り込むことで、
徐々に回復し3年⽬にはコロナ前の⽔準近くまで回復する計画です。
引き続き徹底的に取り組む低採算事業からの撤退やバリュー実現による資⾦回収も合わせ、3年合計で
14,000億円以上のキャッシュインを予定しています。

このキャッシュを原資として、市場の魅⼒度が⾼く、当社の強みが⼗分に発揮できる分野を中⼼に、
11,000億円程度の投融資を実⾏し、ポートフォリオの収益性と下⽅耐性を⾼めていきます。
また、株主還元として配当に2,600億円を充てる計画です。



新中期経営計画のパートの最後に、配当⽅針について説明します。

当社は⻑期にわたり安定した配当を⾏うことを基本⽅針としつつ、中⻑期的な利益成⻑による⼀株当たりの
配当額の増加を⽬指しています。この基本⽅針に変更はありません。

新中期経営計画では、事業ポートフォリオのシフトを通じ、早期の収益回復を図る中、⻑期安定配当という
基本⽅針を踏まえ、昨年度の年間配当⾦と同額の1株当たり70円以上を維持した上で、連結配当性向
30%を⽬安に、基礎的な収益⼒やキャッシュフローの状況を勘案の上、実際の配当額を
決定することとします。

これらを踏まえ、2021年度については、2,300億円の連結純利益を計画していることから、年間配当⾦70円を
予定しています。



最後のパートとして、サステナビリティ経営の⾼度化への取組みについて、説明させて頂きます。



既に発表しております通り、今、当社は、サステナビリティ経営の更なる⾼度化を進めています。
これは、当社事業活動の持続可能な社会に整合した姿へのシフトであり、今中期経営計画の重要な
取り組みの⼀つです。

当社が⻑期的成⻑を⽬指すには、⾃らの価値創造モデルの強みを活かしてポートフォリオを構築することに
加え、社会の持続可能性というテーマを、経営に織り込むことが必要です。

当社は、社会課題解決に強くコミットすると共に、持続可能な社会像からバックキャストし、⻑期的な事業
環境変化の機会とリスクを捉え、戦略的経営資源配分を進めていきます。



昨年6⽉、持続可能な社会実現の為の当社の役割を⽰すため、六つの重要社会課題と⻑期⽬標を
設定し、今般、そのマイルストーンである中期⽬標を設定致しました。

この表は、「社会の持続可能性」に関わる3つの重要社会課題それぞれの⻑期⽬標と、新たに設定した
中期⽬標を纏めたものです。

幾つかピックアップしますと、例えば、気候変動について2050年のカーボンニュートラル化に向けた
中間⽬標や、⼈権尊重について、⼈権DDの強化等の⽬標を掲げました。



この表は、「社会の発展と進化」に関する3つの重要社会課題それぞれの⻑期⽬標と新たに設定した
中期⽬標を⽰しています。

これら⽬標に対しては、今後、各営業組織で具体的アクションプランを設定し、PDCAサイクルを回しながら
取り組みを促進していきます。

社会の変化に伴うリスクをしっかりと我々の⼿でコントロールしながら、将来に渡って当社の企業価値を守ると
同時に、その変化を機会として⽣かし、当社の持続的成⻑に繋げていきます。そしてその進捗を継続的に
管理・モニターし、対外的にも開⽰していきます。



最後に、重要社会課題の中で気候変動問題への対応について、追加で説明致します。

当社は、既に2050年のカーボンニュートラル化の⽬標を掲げ、その対象には持分法適⽤関連会社を含む
電⼒事業や、所謂Scope３にあたる化⽯エネルギー権益事業からのCO2排出も含めています。

今般、中期⽬標として、CO2排出量を2035年までに50％以上削減することを掲げました。
また、相対的にCO2排出が⼤きい、⽯炭⽕⼒発電については、⼀部、当社の関与している案件の
拡張⼯事を除き、新規の発電事業や建設⼯事の請負には取り組まないこと、そして、⼀般炭事業に
ついても、新たな投資は⾏わないこととし、これらの分野から⻑期的に経営資源を引き上げる⽅針へと
シフトしました。

⼀⽅、社会の持続可能なエネルギーサイクル実現のため、
先にご説明したエネルギーイノベーション・イニシアチブ等の活動を中⼼に、エネルギーの供給側・需要側、
或いはCO2の吸収・活⽤サイクル実現に係るビジネスを開拓し、世界的な脱炭素化を踏まえた経営資源
配分のシフトを進めます。

気候変動問題には、社会的重要性の観点から、また当社事業への影響の観点から、
益々、ステークホルダーの関⼼が⾼まっていると認識しています。
これらに対応すべく、当社は経営会議、取締役会にて、気候変動に関する事業環境変化や想定される
当社事業への影響を定期的にモニターし、対応を検討していきます。また、TCFD等の⾮財務情報開⽰
スタンダードに沿って、ガバナンス・戦略・リスク管理・⽬標等、当社の取り組みを今後も積極的に
開⽰してまいります。

以 上


